ふくい産学官共同研究促進補助金交付要領

最終改定　平成１８年３月２０日

福井県産業労働部地域産業技術振興課

（通則）
第１条　ふくい産学官共同研究促進補助金（以下「補助金」という。）の交付については、福井県補助金等交付規則（昭和46年福井県規則第20号。以下「交付規則」という。）および産業労働部地域産業・技術振興課所管補助金等交付要綱（以下「交付要綱」という。）の規定によるほか、この要領で定めるところによる。

（定義）

第２条　この要領において「企業」とは、事業を営む会社または個人、中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条第１項に規定する中小企業団体、特定の法律によって設立された組合およびその連合会、民法（明治29年法律第89号）第３４条に規定された社団法人、ならびに財団法人をいう。

２　この要領において「中小企業」とは、中小企業基本法第２条（昭和３８年法律第154号）に規定する中小企業者、中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条第１項に規定する中小企業団体（ただし、火災共済協同組合、信用協同組合および同組合連合会ならびに商工組合連合会は除く。）、特定の法律によって設立された組合およびその連合会であってその直接または間接の構成員たる事業者の３分の２以上が中小企業基本法第２条に規定する中小企業者である団体、民法（明治29年法律第89号）第３４条に規定された社団法人であって当該法人の直接または間接の構成員の３分の２以上が中小企業基本法第２条に規定する中小企業者である団体、ならびに財団法人であって中小企業の振興に係る事業を行う団体をいう。

３　この要領において「県内企業」とは、県内に事業所を持つ企業をいう。

４　この要領において「県内中小企業」とは、県内に事業所を持つ中小企業をいう。

５　この要領において「大学等」とは、大学、短期大学および高等専門学校をいう。

６　この要領において「試験研究機関」とは、独立行政法人の試験研究機関、地方自治体が設置または出資した試験研究機関をいう。

７　この要領において「産学官共同研究グループ」とは、１以上の企業と１以上の大学等または試験研究機関で構成された任意団体で、共同して研究開発を行うものをいう。

８　この要領において「研究開発」とは、生産、販売若しくは役務の提供の技術に関する研究開発のうち、新規性を有するものをいう。

９　この要領において「産学官共同研究」とは、１以上の企業と１以上の大学等または試験研究機関が共同で行う研究開発をいう。

（目的）

第３条　この補助金は、地域の産学官共同研究を促進し、独創的な新産業創出等に資することを目的とする。

（補助対象者等）

第４条　補助対象者、補助対象事業、補助事業の実施期間、補助率および補助限度額は、別表１のとおりとし、補助対象経費は別表２のとおりとする。

（事業計画の提出）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は、事業計画書（様式第１号）１通を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

（審査結果の通知）

第６条　知事は、前条の規定による事業計画書の提出があったときは、その内容が補助金の交付の目的に適合するものであるかどうかを審査し、適正なものと認めたときは、審査結果を提出者に通知するものとする。

（交付申請）

第７条　前条の規定による通知を受けたものは、交付規則第４条の規定に基づき、補助金交付申請書（様式第２号）１通を別に定める期日までに知事に提出しなければならない。

（交付決定）

第８条　知事は、前条の規定による申請書の提出があったときは、申請書等の書類の審査および現地調査等により、その内容が補助金の交付の目的に適合するものであるかどうかを検査し、補助金を交付すべきと認めたときは、交付規則第５条および交付規則第６条の規定に基づき補助金交付の決定を行い、交付規則第７条の規定に基づき申請者に通知する。

（計画変更の承認）

第９条　補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の内容または経費の配分の変更をするときは、あらかじめ補助事業計画変更承認申請書（様式第３号）１通を知事に提出し、承認を受けなければならない。ただし、次の各号に定める軽微な変更についてはこの限りではない。

一　補助対象経費の各経費区分相互間で配分変更する場合であって、そのいずれか低い額の２０パーセント以内の変更。

二　補助の目的および補助事業の能率に影響を及ぼさない範囲で原材料の数量、機械等の仕様の変更、その他補助事業の細部を変更する場合

（事業の中止または廃止）

第１０条　補助事業者は、補助事業を中止または廃止しようとするときは、あらかじめ補助事業の中止（廃止）承認申請書（様式第４号）１通を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

（事業遅延等の報告）

第１１条　補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき、または補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに補助事業遅延等報告書（様式第５号）１通を知事に提出し、その指示を受けなければならない。

（遂行状況報告）

第１２条　補助事業者は、補助事業を行う県の会計年度の９月３０日までの遂行状況について、１０月１０日までに補助事業遂行状況報告書（様式第６号）１通を知事に提出しなければならない。ただし、９月３０日までに補助事業を完了または廃止したときを除く。

２　知事は、前項の規定による報告を受けた場合には、報告書等の書類の審査および現地調査等により、その報告に係る補助事業の遂行状況が補助金の交付の決定の内容およびこれに附した条件に適合するものであるかどうかを検査するものとする。

（実績報告）

第１３条　補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）または補助金の交付決定に係る県の会計年度が終了したときは、交付規則第１２条の規定に基づき、補助事業が完了した日から起算して１ヶ月以内または補助事業に係る県の会計年度終了後１０日以内のいずれか早い日までに補助事業実績報告書（様式第７号）１通を知事に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１４条　知事は、前条の規定による報告を受けた場合には、交付規則第１３条の規定に基づき、報告書等の書類の審査および現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容およびこれに附した条件に適合するものであるかどうかを検査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、当該補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付）

第１５条　前条の規定により通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、交付規則第１５条の規定に基づき、補助金精算払請求書（様式第８号）１通を知事に提出しなければならない。

（財産処分の制限）

第１６条　補助事業者は、交付規則第２０条の規定に基づき、当該補助事業により取得し、または効用の増加した財産のうち、別表４に掲げるものは、同表に定める期間、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、または担保に供してはならない。

２　補助事業者は、当該補助事業により取得した財産等について、取得財産等管理台帳（様式第７号別紙４）を備え、その写し１通を知事に提出するとともに、善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。

３　補助事業者は、第１項に定める期間を経過する以前に当該財産を処分しようとするときは、あらかじめ財産処分承認申請書（様式第９号）１通を知事に提出し、その承認を受けなければならない。

４　知事は、前項の承認をした補助事業者に対し、当該承認に係る財産を処分したことにより収入があったときは、別表４に定める方法で算定した額を県に納付させることができる。

（事業化の状況報告）

第１７条　補助事業者は、補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間、県の毎会計年度の終了後３０日以内に当該補助事業に係る過去１年間の事業化状況等について、別表第５に掲げる算出方式による事業化状況報告書（様式第１０号）１通を知事に提出しなければならない。

（産業財産権等に関する届出）

第１８条　補助事業者は、補助事業に基づく発明、考案等に関して、特許権、実用新案権、意匠権、商標権または著作権（以下「産業財産権等」という。）を、補助事業を実施した県の会計年度または補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間以内に出願もしくは取得した場合またはそれらを譲渡し、もしくは実施権を設定した場合には、県の当該会計年度の終了後３０日以内に産業財産権届出書（様式第１１号）１通を知事に提出しなければならない。

（帳簿等の整備）

第１９条　補助事業者は、補助金に係る経理についてその収支の事実を明確にした証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間保存しなければならない。

（検査および調査）

第２０条　補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、知事が行う当該補助金に関する検査および調査について協力しなければならない。

（成果等の発表等）

第２１条　補助事業者は、知事から補助事業の研究成果等についての発表等を求められたときは、それに協力しなければならない。

（交付決定の取消し）

第２２条　知事は、補助事業者が補助金を他の用途への使用をし、その他補助事業者に関して補助金の交付決定の内容またはこれに附した条件に違反したときは、交付規則第１６条および同規則第１７条の規定に基づき、交付決定の全部または一部を取り消し、交付した補助金等の全部または一部の返還を命ずるものとする。

　附　則

１　この要領は、平成１６年４月１日から施行し、平成１６年度の補助金から適用する。

１　この要領は、平成１７年４月1日から施行し、平成１７年度の補助金から適用する。

１　この要領は、平成１８年３月２０日から施行し、平成１８年度の補助金から適用する。

別表１（第４条関係）

	補助対象者
	補助対象事業
	補助事業の実施期間

（補助対象期間）
	補助率および補助限度額

	１以上の県内中小企業を含む産学官共同研究グループ

（注）
	＜基礎研究支援枠＞

技術シーズの実用化可能性を探索するための調査および基礎的な産学官共同研究
	交付決定日から交付決定に係る県の会計年度が終了するまで。
	補助対象経費の１／２以内

１件につき

500千円以上、2,000千円以下

	
	＜応用研究支援枠＞

実用化が見込まれる技術シーズの応用的な産学官共同研究
	
	補助対象経費の１／２以内

１件につき

1,000千円以上、5,000千円以下


（注）補助金の交付申請等の手続きは、グループを代表する県内中小企業が行うものとする。

　　　補助金の交付決定後、グループを代表する県内中小企業は、グループに属する大学等または試験研究機関に対し、共同研究契約またはそれに準じる契約を締結すること。

別表２（第４条関係）

補助対象経費は、県内中小企業が補助事業の実施に要する経費のうち、次表に掲げる経費であって、補助対象期間中に発注し、支払いを終えたものに限る。

なお、補助対象経費に係る消費税および地方消費税は補助対象外とする。

また、補助対象経費に係る経理関係書類および物品等の取扱いについては、別表３のとおりとする。

	補助対象経費
	内容

	消耗品費
	消耗品の購入に要する経費

・当該研究開発に必要な実験、分析等を行うための材料、試薬等の消耗品の購入に要する経費。ただし、事務用品等、汎用的な消耗品は補助対象外とする。

	原材料費
	原材料および副資材の購入に要する経費

・当該研究開発で製作する試作品等の原材料および副資材（主要原料、主要材料、副資材等）の購入に要する経費。ただし、機械装置、工具器具を製作する場合に要する原材料等については、機械装置費、工具器具費とする。

	機械装置費
	機械装置の購入および借用等に要する経費

・当該研究開発に必要な機械装置、または自社により機械装置を製作する場合の原材料、副資材、分析等機械装置の購入および借用に要する経費。ただし、研究終了後、生産用、品質管理用等の研究開発用途以外に転用するものは補助対象外とする。なお、「分析等機械装置」とは、測定、分析、解析、評価等を行う機械装置をいい、原則として取得価格が５０万円未満のものとする。ただし、地域の実情、使用頻度、価格等から購入の場合の方が借用及び依頼試験等より経済的である場合については、補助対象とする場合がある。

・当該研究開発に必要な機械装置を外注により試作、改良、据付け、修繕をさせた場合、これに要する経費。なお、「改良」とは、機能を高め、または耐久性を増すための行為をいい、「修繕」とは、機能を維持するために行う修理、保守をいう。

	工具・器具費
	工具・器具の購入、借用等に要する経費
・当該研究開発に必要な機械装置等を製作するための工具・器具の購入および借用ならびに自社により工具・器具を製作する場合の原材料および副資材の購入に要する経費。
・工具・器具の試作、改良、据付け、修繕に要する経費。

	外注加工費
	外注加工に要する経費
・当該研究開発に必要な原材料等の加工および機械装置の設計等を外注する際に要する経費。なお、外注にて機械装置、工具器具を製作する場合には機械装置費、工具器具費とする。また、研究開発要素を含む外注は補助対象外とする。

	技術調査費


	技術調査、資料等の購入、技術指導受入れに要する経費
・当該研究開発に導入が必要な技術についての調査に要する旅費（公共交通機関の利用料金および宿泊費。ただし、日当、食糧費等は除く）や図書、参考文献、資料等の購入に要する経費。

・産業財産権の導入に際しこれに伴う技術指導を受ける場合、または当該研究を行うに当たって外部からの技術指導を必要とする場合、技術指導者に支払われる謝金や旅費等の経費。
※「基礎研究支援枠」のみ対象。

※補助対象額：補助対象経費総額の１／２以内まで

	特許取得費
	特許等の出願に要する経費
・研究開発の成果に係る産業財産権等の出願に要する経費であり、弁理士への手続き代行費用（および翻訳手数料）等の出願に要する経費のうち、当該年度内に契約および支払いがなされるもので、以下に掲げる経費を除いたもの。ただし、国際特許出願に要する経費は補助対象外とする。
①日本特許庁に納付される経費（特許出願手数料、審査請求料及び特許料等）

②拒絶査定に対する審判請求または訴訟を行う場合に要する経費

※補助対象経費総額の１／３以内まで

	共同研究費


	大学または試験研究機関が行う研究開発に要する経費
・共同研究グループの代表企業が共同研究グループとして構成される大学または試験研究機関等と当該研究開発に関する共同研究契約を締結し支払う経費のうち、研究開発に要する経費。なお、共同研究者に支払う謝金および大学等の事務費等（間接経費）は補助対象外とする。また、福井県が設置した公設試験研究機関に対する支出は補助対象外とする。

※補助対象経費総額の１／２以内まで

	その他の経費
	その他知事が特に必要と認める経費

①測定、分析、解析、試験等の委託に要する経費で、知事が特に必要と認めたもの。なお、福井県が設置した公設試験研究機関に対する支出は補助対象外とする。
②研究開発に要する動産、不動産の借用に要する経費で、知事が特に必要と認めたもの。なお、借用については、当該年度の研究開発に要する経費のみを補助対象とする。また、契約期間が当該年度を超える場合の補助対象経費の決定は按分比例等の方式により当該補助事業期間分（１年間分を上限とする）を算出し、補助対象とする。


別表３（第４条関係）
１．補助対象経費の取扱いについて

（１）補助対象経費により取得した物品等については、発注書控（仕様書）、注文書並びに注文請書、納品書、請求書、領収書等の証拠書類及び発注図面等を整備、保管すること。

（２）交付額の確定については、第三者が確認できる資料（契約書、納品書、請求書、領収書、振込明細書、設計図、写真等）および購入物品等より確認する。

（３）補助対象経費の支払については、現金および回し手形、相殺での支払は補助対象外とする。ただし、公的試験研究機関等に対する支払で銀行振込による支払が不可能である場合には、当該機関が発行した領収書等により支出の事実を確認することにより、補助対象経費として認める場合がある。
（４）銀行振込等で支払う場合は、補助対象経費のみの支払いを行うこととし（他の支払と混合しない）、振込手数料は補助対象外とする。ただし、仕入先等から補助事業者への請求書等において、振込手数料が仕入先等の負担となることが明記されている場合には、振込額と振込手数料の合計額が支払額となるので、当該振込手数料を補助対象とすることができる。やむを得ず他の支払と一括した場合には、補助対象経費及び他の経費と区分できる明細を整備、保管すること。
（５）書類等の整備、保管の期間は交付要綱に基づき、補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間とする。ただし、「機械装置」、「工具・器具」を購入した場合には、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和四十年三月三十一日大蔵省令第十五号）の規定に基づき、その該当償却期間、整備、保管すること。

（６）「補助事業が完了した日」とは、研究開発および経費の支払いが完了した日とし、補助対象期間内に補助事業に係る全ての支払が完了させた後に実績報告書を提出すること。
参考

「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和四十年三月三十一日大蔵省令第十五号）
別表第八　開発研究用減価償却資産の耐用年数表

	種　類
	細　目
	耐用年数
（年）

	建物及び建物附属設備
	建物の全部又は一部を低温室、恒温室、無響室、電磁しやへい室、放射性同位元素取扱室その他の特殊室にするために特に施設した内部造作又は建物附属設備
	五

	構築物
	風どう、試験水そう及び防壁
	五

	
	ガス又は工業薬品貯そう、アンテナ、鉄塔及び特殊用途に使用するもの
	七

	工具
	
	四

	器具及び備品
	試験又は測定機器、計算機器、撮影機及び顕微鏡
	四

	機械及び装置
	汎用ポンプ、汎用モーター、汎用金属工作機械、汎用金属加工機械その他これらに類するもの
	七

	
	その他のもの
	四

	ソフトウエア
	
	三


２．補助対象経費ごとの留意事項

（１）補助対象となる物品の購入経費の支出は、当該研究開発のために必要な最小限の数量および金額とすること。
（２）「消耗品」および「原材料および副資材」については、受払いの都度、材料の種別または仕様別に、受払年月日、受払数量等必要事項を記入した受払簿を整備、保管すること。
また、研究または試作の途上において発生した仕損じ品および研究に使用したテストピース等の補助対象物件は保管すること。ただし、交付額の確定後において保管が困難な場合は、当該物件の内容が確認できる写真等により代用できるものとする。
（３）「機械装置」、「工具・器具」を補助金により取得する場合には、取得価格、技術的性能等を十分勘案のうえ購入すること。

機械装置の試作開発を行う場合は、装置の設計図等を整備、保管すること。また、部品等、装置等の開発後に現物の確認が困難な場合については、納品時の写真等を整備、保管すること。
また、購入後は、取得財産等管理台帳（様式第７号別紙４）を整備、保管すること。
なお、補助事業で購入等した「機械装置」、「工具・器具」は当該補助事業以外の目的には、使用しないこと。

また、外注した「機械装置」、「工具、器具」を当該外注先が保管する等、補助事業者において保管しない場合は、当該機械装置、工具・器具に係る預かり書および保管状況が確認できる写真等を整備すること。

（４）「技術調査」に係る旅費等については、公共交通機関を利用し、調査内容、期間等が明記された資料を整理・保管すること。

「技術指導」の際に指導者へ支払われる謝金については、指導者と指導内容、指導期間、１時間当たりの単価、契約金額、指導者の氏名・略歴・年齢等を明記した契約を結ぶこと。

また、補助事業において、延べ指導時間数が確認できる資料を整備・保管すること。

（５）「特許等出願費」で認める産業財産権は、無形財産権のうち特許法等法律で定められた権利で、この権利を取得するのに必要な経費を対象とし、交付額の確定については、権利の出願が確認できる資料（契約書、請求書、領収書等）で確認する。
（６）「共同研究費」については、大学等で行う研究開発に係る物品の購入等についても、経理関係の証拠書類等を整備、保管すること。

（７）「借用」については、当該研究開発において特に必要となる動産又は不動産で購入するには高額なものまたは分析等機械装置（取得価格５０万円以上含む。）の借り上げ並びに分析等機械装置の借用を当該補助事業者以外の企業に出向き、借り上げする場合を対象とし、交付決定等の取扱いは次のとおりとする。
①交付申請書の提出の際には、借用のための見積書、（借用）契約書等を添付すること。

②交付額の確定については、第三者が確認できる資料（契約書、納品書、請求書、領収書、写真等）で確認する。
別表４（第１６条関係）

財産処分の制限

	財産の種類
	財産処分制限期間
	財産処分により県に納付する金額の算定方式

	原材料

（原材料により製作されたものを含む。ただし、機械装置・工具器具となるものを除く。）


	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。
	「Ｅ＝（Ａ－Ｂ）×Ｄ／Ｃ」

Ａ：当該財産処分したことにより得た収入

ただし、目的外使用する場合の機械装置・工具器具については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づき減価償却した後の価格をもって処分したことにより得た収入とみなす。

Ｂ：補助事業の終了後に加えられた加工費、処分のための撤去費用等の費用

Ｃ：当該処分財産に係る補助事業に要した経費

Ｄ：Ｃに対する当該補助金の確定額

Ｅ：県への納付額

ただし、Ｅは、Ｄから企業化状況報告による収益納付の累積額を控除した金額を限度とする。

	機械装置・工具器具
	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。

ただし、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に基づく耐用年数期間が５年以上のものは、その耐用年数期間。

（耐用年数期間が５年以上の機械装置等を購入した場合は、その耐用年数期間に応じ、関係書類を整備すること）
	

	外注加工

（外注加工により製作されたものを含む。ただし、機械装置・工具器具となるものを除く。）


	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。
	

	産業財産権等
	補助事業が完了した日の属する県の会計年度の終了後５年間。
	


別表５（第１７条関係）

事業化状況報告算出方式

	項目
	算出方式

	補助金確定額（Ａ）
	当該補助事業で額の確定、交付を受けた補助金の額



	補助事業に係る本年度収益額（Ｂ）
	「Ｂ＝（Ｈ－Ｉ）×Ｊ」

Ｈ：当該補助事業の実施結果による本年度の総収入額

Ｉ：当該補助事業の実施結果による総収入額を得るのに要した額

Ｊ：総収入額（Ｈ）を得た製品等に係る当該補助事業の研究成果の利用率（％）



	本年度までの補助事業に係る支出額（Ｃ）
	「Ｃ＝Ｋ＋Ｌ」

Ｋ：補助事業の実績報告書の決算総額

Ｌ：補助事業年度以降に要した追加研究の自己負担額




様式第１号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

提出者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）

平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金事業計画書

平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助事業について、補助金の交付を受けたいので、関係書類を添え、下記のとおり提出します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名（枠名）

研究開発題目「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１補助事業計画書のとおり

３　補助事業の完了の予定期日　　　開始予定期日　平成　　年　　月　　日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　平成　　年　　月　　日

実施の計画　　別紙１補助事業計画書のとおり

４　交付申請予定額　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請予定額　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請予定額の算出方法　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

６　補助事業の経費の配分　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１－１事業計画書

別紙１－２事業計画説明書

別紙２　　経費内訳書

法人の登記簿謄本（写し）

会社概要（パンフレット等）

決算報告書等（直近３期分）

県税に滞納がない旨の証明書

（注）用紙はすべてA４を使用し、原則として縦長横書きとしてください。

様式第２号

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金交付申請書

平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助事業について、補助金の交付を受けたいので、福井県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり申請します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　　　補助金名（枠名）

研究開発題目「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の目的および内容　　別紙１補助事業計画書のとおり

３　補助事業の完了の予定期日　　　開始予定期日　交付決定日

および実施の計画　　　　　　　完了予定期日　平成　　年　　月　　日

実施の計画　　別紙１補助事業計画書のとおり

４　交付申請額　　　　　　　　　　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　円

交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　円

５　交付申請額の算出方法　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

６　補助事業の経費の配分　　　　　別紙２補助事業経費内訳書のとおり

および経費の使用方法

７　添付書類　　　　　　　　　　　別紙１－１事業計画書

別紙１－２事業計画説明書

別紙２　　経費内訳書

別紙３　　補助事業に係る確認書

法人の登記簿謄本（写し）　　※

会社概要（パンフレット等）　※

決算報告書等（直近３期分）　※

県税に滞納がない旨の証明書　※

※については、事業計画書の提出時に提出している場合は不要

様式第１号（様式第２号）の別紙１－１

事業計画書

	補助金名
	平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金　　研究枠

	申請者（注１）
	グループ名：

企 業 名：
所 在 地：

代表者名：

Ｔ Ｅ Ｌ：

Ｆ Ａ Ｘ：

	
	業　種
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	グループの構成員
	（グループを構成する企業等の名称、所在地、代表者名および大学等の名称、学部学科名、担当者名を記載すること。）

	研究開発題目
	（研究内容を表現する適切な名称を記載すること。）



	研究開発の目的
	（研究の目的、必要性、新規性および独創性等を簡潔に記載すること。）



	研究開発の内容
	（研究の内容、規模、グループ内での研究の分担を簡潔に記載すること）



	研究開発の成果と事業化の目標


	（研究開発の成果の目標とそれを活用した事業化の予定を簡潔に記載すること。）



	研究開発の期間
	開始予定期日　平成　　年　　月　　日（交付決定日）

完了予定期日　平成　　年　　月　　日

	補助事業に要する経費

（研究開発費の総額）
	補助事業に要する経費　　　　　　　　　　円

うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	予

　

算

　

額
	支

　

出
	区　分
	金額（円）
	収

　

入
	区　分
	金額（円）
	資金の調達先

	
	
	消耗品費
	　　　　　　　　
	
	自己資金
	　　　　　　　　
	

	
	
	原材料費
	
	
	借入金
	
	

	
	
	機械装置
	
	
	補助金
	
	

	
	
	工具・器具費
	
	
	その他
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	技術調査費
	
	
	
	
	

	
	
	特許取得費
	
	
	
	
	

	
	
	共同研究費
	
	
	
	
	

	
	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	
	
	合　計
	
	

	補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　円


（注１）「申請者」の欄には、グループを代表する企業について記載し、「グループの構成員」の欄に、グループを構成する企業等の名称、所在地、代表者名および大学等の名称、学部学科名、担当者名を記載すること。

様式第１号（様式第２号）の別紙１－２

事業計画説明書

１　申請者の概要

（１）企業名

（２）代表者名

（３）所在地（本社・支社・工場等）

（４）設立年月日

（５）資本金　　　　　　　　　　　　　千円

別添１「株主等一覧表」参照

（６）従業員数（従業員数および研究開発に従事する従業員数）

（７）略歴（記載のあるパンフレットの添付による代替も可）

（８）事業内容（業種、主な事業内容、主な製品等の売上高、主な取引先、主な取引金融機関）

別添２「経営状況表」参照

（９）主要設備（研究開発用機械装置の用途、台数等）

（10）グループの構成（企業等名、所在地、代表者等名）

別添３「グループ構成員等一覧表」参照

２　補助事業で行う研究開発等に従事するメンバー

（１）研究開発に従事する人員数

（２）主任研究者（所属、氏名、略歴）

（３）主任研究者以外の研究者（所属、氏名）　

（４）経理担当者（所属、氏名）

（５）技術指導者または協力者（技術指導者の所属、氏名、指導事項）※技術導入をする場合のみ記載

３　研究開発の内容

（１）研究開発の目的および必要性

（２）研究の新規性・独創性等

①新規性・独創性

②先行技術調査の結果

（３）現在までに行われている基礎となる研究開発、産学官共同開発

①研究開発項目

②研究開発の実施者

③研究開発期間

④所要経費

⑤研究開発の成果（産業財産権等の出願等を含む）

（４）補助事業により行う研究開発の内容および規模

①研究開発題目および研究項目

	研究開発題目
	

	・研究項目１
	

	・研究項目２
	

	・研究項目３
	


②研究開発の内容および方法

③研究開発の規模とその理由

④研究開発の実施場所

⑤成果の目標（産業財産権等の出願等の見込みを含む）

（５）研究日程

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　研究開発成果の企業化（事業化）の目標

（１）企業化する製品・サービス等

（２）企業化の時期

（３）具体的な企業化の内容および方法

（４）市場の規模および動向

（５）売上等の見込み

５　当該研究開発の該当分野（注１）

（１）技術分野

（２）市場分野
６　公的支援制度の利用実績（注２）

７　補助金採択希望優先順位（注３）

（注１）当該研究開発の技術分野および研究開発成果の事業化を目指す市場分野が、下記、福井県産力戦略本部策定の「最先端技術のメッカづくり基本指針」における最先端技術分野および新産業クラスターの形成を目指す市場分野に該当する場合は、その分野を記載すること。

【最先端技術のメッカづくり基本指針】

	最先端技術の創造を目指す５つの技術分野

①先端マテリアル創成・加工技術

②チタン・マグネシウム加工技術

③レーザ高度利用技術

④バイオテクノロジー

⑤原子力関連技術

	新たな産業クラスター形成を目指す４つの市場分野

①分散型発電・携帯エネルギー（燃料電池、太陽光・風力発電、２次電池等）

②モバイル・ＩＴ機器（軽量ケース、ディスプレー材料、半導体、ソフト等）

③次世代自動車部品（ボディー部材、繊維内装、金属・プラスチック部品等）

④ニューセーフティープロダクツ

・健康・福祉・ライフサイエンス（福祉・医療器具、医薬品、健康食品等）

・環境・リサイクル（生分解性プラスチック・排水処理・環境保全製品等


（注２）過去５年間（１３年度～１７年度）において、下記の企業支援制度を利用した実績がある場合は、その実施機関名、年度、制度名、金額を記入すること。

	①国、県、（財）ふくい産業支援センターの補助金

②県の低利融資制度

③（財）ふくい産業支援センターの設備貸与、設備資金貸付


（注３）当該年度に県が実施する下表の補助金について、複数申請している場合（予定を含む）は、この補助金も含めて該当する補助金名および申請額を記載し、採択希望の優先順位を付すること。

	区分
	補　助　金　名
	所管課

	経営革新
	①中小企業経営革新対策費補助金
	経支課

	ＩＴ関連
	②産学官連携による｢メイドインふくい｣ソフト開発支援事業
	商サ課

	
	③先進的IT技術導入による販路拡大事業
	商サ課

	異業種交流
	④ニュービジネス展開促進事業
	商サ課

	繊維
	⑤福井県繊維産業自立化支援事業
	地技課

	ブランド
	⑥ふくい発新商品開発支援事業
	地技課

	伝統産業
	⑦伝統工芸品産業企業活性化支援事業
	地技課

	技術開発
	⑧福井県創造技術研究開発費補助金
	地技課

	
	⑨早期事業化促進技術開発補助金
	地技課

	
	⑩ふくい産学官共同研究促進補助金
	地技課

	特許
	⑪ふくい産力強化国際特許出願経費補助金
	地技課


様式第１号（様式第２号）の別紙２

経費内訳書

１　経費配分内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

	区　分
	種別

（注１）
	仕様

（注２）
	単位

（注３）
	数量


	単価


	補助事業に

要する経費

（税込）

（注４）
	補助対象

経　　費

（税抜）

（注５）
	補　助　金

交付申請額

（注６）
	備考

（注７）

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置費


	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	工具･器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術調査費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	共同研究費

（注８）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の

経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	（注９）
	
	
	


２　資金調達内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

	区　　分
	金　額
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借 入 金
	
	

	補 助 金
	
	

	そ の 他
	
	

	合　計（注９）
	
	


（注）　必要に応じ、行を追加して使用してください。

　購入または借用の額が５０万円以上のものについては、仕様と単価の根拠が分かるもの（仕様書、単価表、カタログ、見積り等）を添付すること。

（注１）「種別」には、品名等の名称を記載すること。

（注２）「仕様」には、それぞれの形式、性能、構造等を記載すること。

（注３）「単位」には、それぞれの物の算出単位を記載すること。

（注４）「補助事業に要する経費」とは、当該研究を遂行するのに必要な経費を意味し、ここでは消費税込みの金額を記載すること。

（注５）「補助対象経費」には、「補助事業に要する経費」のうち補助対象となる経費（消費税抜き）を記載すること。

（注６）「補助金交付申請額」は、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、「補助対象経費」の区分小計に補助率を乗じた額以内（区分小計のみ記入。千円以下は切り捨てること。）、かつその合計額は補助限度額以内とすること。

（注７）備考欄には、購入、借用等の別を記載すること。

（注８）大学等に支出する共同研究費については、「１　経費内訳書」に準じた内訳書を別に作成し、添付すること。
（注９）「１　経費配分内訳」の「補助事業に要する経費」の合計額と、「２　資金調達内訳」の合計額が一致するように記載すること。

別添１
株主等一覧表
（平成　　年　　月　　日現在）
会社名　　　　　　　　　

（株　主）
	株主名
	住　所
	持株数
	比　率
	備　考
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金および従業員数を記入してください。

２　比率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入してください。

（役　員）

	役職名
	氏　名
	住　所
	備　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）　役員が、他社の役員又は職員を兼務している場合は、備考欄にその会社名、資本金、従業員数およびその会社での役職名を記入してください。

別添２

経 営 状 況 表
（平成　　年　　月　　日現在）
会社名　　　　　　　　　

（単位：千円）

	期　別

項　目
	第　　期

平成　年　月　日から

平成　年　月　日
	第　　期

平成　年　月　日から

平成　年　月　日
	第　　期

平成　年　月　日から

平成　年　月　日

	売上高　　A


	
	
	

	経常利益　B


	
	
	

	総資本　　C


	
	
	

	自己資本　D


	
	
	

	流動資産　E


	
	
	

	流動負債　F


	
	
	

	総資本経常利益率

B×100

C
	
	
	

	売上高経常利益率

B×100

A
	
	
	

	自己資本比率

D×100

C
	
	
	

	流動比率

E×100

F
	
	
	


（注）１　本資料は、過去３年分の財務諸表により作成してください。
２　金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入してください。率は、小数第２位を四捨五入して小数第１位まで記入してください。
３　過去３年分の決算報告書、貸借対照表、損益計算書を添付してください。
別添３

グループ構成員等一覧表

１．グループ構成員

（１）企業

	
	企業名等
	企業概要等
	研究者等
	代表者印

	１

代表
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	

	２


	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	


（注）グループを代表する県内中小企業を「１」に記載し、その他のグループを構成する企業等を２以下に記載すること。

（２）大学等、試験研究機関

	
	大学（機関）名等
	研究者等
	連絡先
	研究者印

	１


	名称

所在地
	所属（学部学科）

職

氏名
	ＴＥＬ


	


２　共同研究を行う必要性、有効性

	


３　研究の分担

	
	企業・大学等名
	分担する研究項目および内容

	１


	
	

	２


	
	

	３


	
	


様式第２号の別紙３

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

申請者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金に係る確認書

平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助事業について、補助金の交付の決定を受けた場合は、下記の事項を約する。

記

１　福井県補助金等交付規則、産業労働部地域産業・技術振興課所管補助金等交付要綱およびふくい産学官共同研究促進補助金交付要領の規定に基づき、補助事業を実施します。

２　補助金の交付の決定を受けた日から補助事業の完了した日の属する県の会計年度の終了後５年が経過するまでの間、福井県が行う当該補助金に関する検査および調査について協力します。

３　福井県から補助事業の研究成果等についての発表等を求められたときは、それに協力します。

様式第３号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　年度ふくい産学官共同研究促進補助事業計画変更承認申請書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくい産学官共同研究促進補助事業の計画（事業内容、経費配分）を下記のとおり変更したいので承認をお願いします。

記

１　変更の理由

（１）研究開発題目　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）変更の理由

２　変更の内容

（変更前）

（変更後）

（注）

１　変更の理由を証する書類を添付すること。

２　変更の理由および内容は、できるだけ詳細に記入すること。

３　変更の内容には、変更前と変更後の事業計画、経費配分を記載すること。

様式第４号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくい産学官共同研究促進補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので承認をお願いします。

記

１．中止（廃止）の理由

（１）研究開発題目　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

（２）中止（廃止）の理由

２．中止の期間（廃止の時期）

（注）

１　中止（廃止）の理由を証する書類を添付すること。

２　中止（廃止）の理由および内容は、できるだけ詳細に記入すること。

様式第５号

番　　　　　号

年　　月　　日

　福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　年度　ふくい産学官共同研究促進補助金に係る補助事業遅延等報告書

　平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくい産学官共同研究促進補助事業の遅延等について、下記のとおり報告します。

記

１．研究開発題目

２．補助事業の進捗状況

３．補助事業に要した経費

４．遅延等の内容および原因

５．遅延等に対する措置

６．補助事業の遂行および完了の予定

（注）

１　遅延等の理由を証する書類を添付すること。

様式第６号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助事業遂行状況報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくい産学官共同研究促進補助事業の遂行状況について、福井県補助金等交付規則第１０条の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　研究開発題目　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業の遂行状況（平成　　年９月３０日現在）

	


３　補助対象経費の支出状況　別表のとおり

（注）

１　申請書の内容説明書と対応させて研究（試作）の経過とその成果を簡明に記載すること。

２　研究（試作）の日程と実績を比較して、遅速のある場合はその理由を記載すること。

別表

１　補助対象経費の支出状況（平成　　年９月３０日現在）

	区分
	種別
	単位
	数量
	単価

（円）
	金額

（税込）

（円）
	発　注

年月日
	入　手

年月日
	支　払

年月日
	支払先
	補助金

充当額

（円）
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　支払先

	１
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	担当者部署・氏名
	

	
	電話番号
	

	２
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	担当者部署・氏名
	

	
	電話番号
	

	３
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	担当者部署・氏名
	

	
	電話番号
	

	４
	企業名
	

	
	所在地
	

	
	担当者部署・氏名
	

	
	電話番号
	


様式第７号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助事業実績報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定（平成　年　月　日付け福井県指令　　第　　　号で変更承認）を受けたふくい産学官共同研究促進補助事業が完了したので、福井県補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添え、下記のとおり報告します。

記

１　補助事業等の名称　　　　　補助金名（枠名）

研究開発題目「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

２　補助事業等の交付決定額　　交付決定額　　　　　　　　　　円
およびその清算額　　　　　清算額　　　　　　　　　　　　円
３　補助事業の実施期間　　　　平成　　年　　月　　日（交付決定日）から

平成　　年　　月　　日まで

４　補助事業の成果　　　　　　別紙１研究結果報告書のとおり

５　添付書類　　　　　　　　　別紙１－１研究開発結果報告書

別紙１－２研究開発結果説明書

別紙２　　経費実績書

別紙３　　支払照合表

別紙４　　取得財産等管理台帳

経理関係書類の写し

様式第７号の別紙１－１

研究開発結果報告書

	補助金名
	平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金　　研究枠

	補助事業者（注１）
	グループ名：

企 業 名：
所 在 地：

代表者名：

Ｔ Ｅ Ｌ：

Ｆ Ａ Ｘ：

	
	業　種
	

	
	従業員
	名
	設　立
	　　　　年　　月

	
	資本金
	千円
	売上高
	千円

	グループの構成員
	

	研究開発題目
	

	研究開発の成果
	（研究の成果を簡潔に記載すること）



	研究開発の事業化の計画


	（研究開発の成果を活用した事業化の計画を簡潔に記載すること。）



	研究開発の期間
	開始予定期日　平成　　年　　月　　日（交付決定日）

完了予定期日　平成　　年　　月　　日

	補助事業に要した経費

（研究開発費の総額）
	補助事業に要した経費　　　　　　　　　　円

うち補助対象経費　　　　　　　　　　　　円

	決

　

算

　

額
	支

　

出
	区　分
	金額（円）
	収

　

入
	区　分
	金額（円）
	資金の調達先

	
	
	消耗品費
	
	
	自己資金
	
	

	
	
	原材料費
	
	
	借入金
	
	

	
	
	機械装置
	
	
	補助金
	
	

	
	
	工具・器具費
	
	
	その他
	
	

	
	
	外注加工費
	
	
	
	
	

	
	
	技術調査費
	
	
	
	
	

	
	
	特許取得費
	
	
	
	
	

	
	
	共同研究費
	
	
	
	
	

	
	
	その他の経費
	
	
	
	
	

	
	
	合　計
	
	
	合　計
	
	

	補助金精算額　　　　　　　　　　　　　　円


（注）記載方法は、様式第１号の別紙１－１に順ずる。

様式第７号の別紙１－２

研究開発結果説明書

１　研究開発等の組織

（１）研究開発に従事した人員数

（２）主任研究者（所属、氏名、略歴）

（３）主任研究者以外の研究者（所属、氏名）　（注）別添１を添付

（４）経理担当者（所属、氏名）

（５）技術指導者または協力者（技術指導者の所属、氏名、指導事項）※技術導入をする場合のみ記載

２　研究開発の結果

（１）補助事業に実施した研究開発の内容および規模

①研究開発題目および研究項目

②研究開発の実施場所

（実施地の名称、所在地および電話番号、２ヶ所以上に分かれるときはそれぞれの場所で実施した主たる研究項目を記載すること。）

③研究開発の実績

（申請書の事業計画内容説明書と対応させて、研究等の開始から完了（終了）までの日程を研究の段階に従って研究項目ごとに記載すること。また、研究等のために使用した設備、材料および研究の経過ならびに内容について、図面、図表または写真等も含めて詳細に記載すること。機械装置を製作した場合は、装置の設計図１通を添付すること。共同研究費を大学等に支出している場合は、大学等からの研究報告書等を添付すること。）

④研究開発の成果（産業財産権等の出願等の見込みを含む）

（２）研究日程

実施期間　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	研究項目＼月
	4
	5
	6
	7
	8
	9
	10
	11
	12
	1
	2
	3

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３　研究開発成果の企業化（事業化）の計画

（１）企業化する製品・サービス等

（２）企業化の時期

（３）具体的な企業化の内容および方法

（４）市場の規模および動向

（５）売上等の見込み

（注）記載方法は、様式第１号の別紙１－２に順ずる。

様式第７号の別紙２

経費実績書

１　経費配分実績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

	区　分
	種別
	仕様
	単位
	数量
	単価
	補助事業に要した経費（税込）
	入手年月日
	支払年月日
	支払先
	補助対象経費
（税抜）
	補助金

充当額
	備考

	
	
	
	
	
	
	予算額
	決算額
	
	
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	原材料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	機械装置・

工具器具費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	外注加工費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術調査費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	特許取得費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	共同研究費

（注８）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他の

経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　予算額とは申請書に添付した経費内訳書に記載したものをいい、補助事業計画を変更した場合には、その承認を受けた計画に基づくものをいう。

２　補助事業に要する経費の未払、未了分については支払予定年月日を備考欄に記載すること。（補助事業終了日までに支払が終了（約束手形については決済終了）していないものは補助対象経費と認めない。）

３　その他記載方法は、様式第１号の別紙２に順ずる。

２　資金調達実績

	区　　分
	金　額（円）
	調　達

年月日
	調　達　先
	備　　　考

	
	予算額
	決算額
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	
	

	借 入 金
	
	
	
	
	

	補 助 金
	
	
	
	
	

	そ の 他
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


上記、経費実績書の内容に相違ありません

平成　　年　　月　　日

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）

別添１

グループ構成員等一覧表

１．グループ構成員

（１）企業

	
	企業名等
	企業概要等
	研究者等
	代表者印

	１

代表
	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	

	２


	企業名

所在地

代表者名
	業種

資本金

従業員数
	所属

氏名

ＴＥＬ
	


（注）グループを代表する県内中小企業を「１」に記載し、その他のグループを構成する企業等を２以下に記載すること。

（２）大学等、試験研究機関

	
	大学（機関）名等
	研究者等
	連絡先
	研究者印

	１


	名称

所在地
	所属（学部学科）

職

氏名
	ＴＥＬ


	


２　共同研究を行う効果、有効性

	


３　研究の分担

	
	企業・大学等名
	分担した研究項目および内容

	１


	
	

	２


	
	

	３


	
	


様式第７号の別紙３

支払照合表
補助金名　　　平成　　年度　　　　　　　　　補助金

補助事業者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	支払先企業名
	所在地

担当者部署・

氏名、連絡先
	購入物品

〔名称/数量〕
	見積書

〔日付/金額〕
	注文書・契約書

〔日付/金額〕
	納品書・検収書

〔日付〕
	請求書
〔日付/金額〕
	支払

〔支払方法/

　支払日/金額〕
	領収書

〔日付/金額〕
	口座照合
	備　考

	
	所在地

部署

氏名

TEL
	
	
	
	
	
	銀行振込/小切手/手形
	
	銀行

支店

普通・当座
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


様式第７号の別紙４

取得財産等管理台帳

	区分
	財産名
	規格
	単位
	数量
	単価

（円）
	金額

（円）
	取得

年月日


	保管

場所
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）

１　財産名の区分　①原材料、②機械装置、③工具・器具、④外注加工、⑤産業財産権等、⑥その他

２　取得年月日は、検収年月日を記載すること。

３　金額は、消費税および地方消費税を含む額を記載すること。

様式第８号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金精算払請求書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で額の確定の通知があったふくい産学官共同研究促進補助金を交付されるよう福井県補助金等交付規則第１５条の規定により請求します。

記

請求額　金　　　　　　　　　　円

様式第９号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金に係る補助事業財産処分承認申請書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定を受けたふくい産学官共同研究促進補助事業に関し、下記の財産を処分したいので、福井県補助金等交付規則第２０条の規定に基づき承認を申請します。

記

１　取得財産名および取得年月日

２　取得価格および時価

３　処分の方法

４　処分の理由

５　処分により得る収入の見込み額

様式第１０号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金に係る事業化状況報告書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金の交付決定を受けた【ふくい産学官、早期事業化補助金】補助事業に関し、平成　　年度の事業化状況について、下記のとおり報告します。

記

平成　　年度　事業化状況

	研究開発

題目
	補助金

確定額

（A）
	補助事業に係る

本年度の総収入額

（H）
	補助事業に係る

本年度収益額

（B）
	本年度までの補助事業に係る支出額（C）
	備考

	
	
	
	
	
	

	１　追加研究の状況

２　事業化の状況

３　今後の予定

４　補助事業により取得した財産の状況




（注）

１　別表５に基づく算出根拠を添付すること。

２　補助事業により取得した財産（補助対象取得物品）の状況（使用状況、保管管理場所等）に変更があった場合は、変更の内容を記載するとともに、変更後の取得財産管理等台帳（様式第７号の別紙４）を添付すること。

様式第１１号

番　　　　　号

年　　月　　日

福井県知事　　　　　　　　様

補助事業者　　住　所

氏　名

（法人にあっては所在地、名称および代表者の氏名）

（グループの場合は、グループ名およびグループを

代表する法人等の所在地、名称および代表者の氏名）
平成　　年度ふくい産学官共同研究促進補助金に係る産業財産権届出書

平成　　年　　月　　日付け福井県指令　　第　　　号で補助金等の交付決定を受けた【福井県創造技術研究開発費】補助事業に関し、下記のとおり産業財産権の出願（取得、譲渡、実施権の設定）をしたので、下記のとおり報告します。

記

１　研究開発題目

２　産業財産権の種類および出願番号または取得番号

３　内容（出願、取得、譲渡、実施権の設定）

４　譲渡、実施権の設定により得た収入の額および見込額

（注）

１　譲渡および実施権の設定を行った場合は、「３　内容」に相手方、条件等を記載すること。

２　譲渡、実施権の設定により既に収入のあった場合は、それを証する書類を添付すること。
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